
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち、先駆的事業 41,976,931          

-                     

486,500              

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                       -                     

136,862,801     

2,171,526           

-                       

1,010,961           

49,454,340          11,133,334          

-                       

事業名（事業メニュー）

合計

都道府県 市町村 合計

-                       15,841,783          15,841,783       
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業 56,764,357          57,775,318       

2,658,026         

- 41,976,931       

管内市町村決算（見込み）

348,040,453                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

39                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

94,885,870                                                                

136,862,801                                                              

119,259,272                                                              

％

39                                                                   

31                                                                   

％ ％

31                    ％

60,587,674       

50,951,801       85,911,000       

-                       -                       

228,781,181                                                              

-                     

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

都道府県決算（見込み）

支出等割合



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

56,419,244

管内市町村 9

38

人

県 0

59,145

0

47

対象人員数
（報酬引上げ）

0

人日

追加的総業務量（総時間）

0

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

0

人日

事業実施自治体

人

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

法人募集型

人日

事業実施自治体

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

9,000 50,951,801 67,001,000 59,065,000 6,668,000 46,719,931 

41,976,931 41,976,93155,041,000

2,363,0002,600,000 2,363,000

2,601,000 1,842,000 1,654,014 1,654,014

2,600,000

4,575,000 870,000 3,205,000 3,460,395 1,960,395

9,009

1,000,000 137,000 863,000 1,010,961 651,100 359,861

1,024,000 1,015,000 9,000 382,750 373,741

160,000 160,000 103,750 103,750

交付金等対象経費

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

・とくしま食品表示Ｇメン等の研修、食品表示の指導・啓発活動の実施
（総合相談窓口「適正表示１１０番」の設置、事業者に対する食品表示
法の周知、指導（栄養表示、食品表示等に関するパンフレットの印刷））
のほか、食品表示責任者養成研修をはじめ、特定食品製造事業者届
出制度の強化、定着に向けた各種研修会等を実施。【交付金】
・法執行体制の強化に向け、担当職員を専門研修に派遣。【交付金】

1,500,000

相談対応及び啓発のスキルアップ等を図るため、県内において相談員
に対する講座を実施する。【交付金】

9,009 

県消費生活相談員、支援員、教育推進員のレベルアップを図るため、
国民生活センター等の研修に派遣。【交付金】
行政職員のレベルアップを図るため、国民生活センター等の研修に参
加。【交付金】【基金】

事業者指導を専門に担当する非常勤職員の勤務日数を月６日増やし
た。【交付金】

・ライフステージに即した消費者教育を推進するため、出前講座を実施
するとともに、オリジナル教材等を作成【交付金】
・地域リーダー、消費者教育の担い手となる消費生活コーディネーター
を対象とした定例会の開催、啓発を担う県消費生活相談員のスキル
アップを図るため、県外研修に派遣【交付金】
・地域の見守り人材用ハンドブック、啓発用チラシ・物品等を作成また
は購入し、配付【交付金】
・県外で開催された消費者教育関係の各種会議に、消費者教育に関
わる人材が参加【交付金】

ＮＰＯ法人が実施する食の安全・安心を確保するための活動（自家消
費食材の放射性物質検査、食品と放射性物質に関する消費者への普
及啓発）に対して補助を行った。【交付金】

地域の消費者リーダーにおける消費者教育実践向上プログラム，様々
な主体が参画する「新たな消費者教育等人材活用バンク」プロジェク
ト，未来を変える｢エシカル消費｣推進プロジェクト，コンプライアンス経
営強化推進事業，食の安全安心実感向上カリキュラム構築事業，食の
安全安心リスクコミュニケージュン実証フィールド事業，「GO!GO!エシ
カル」わくわく徳島プロジェクト，TOKUSHIMA消費者教育ステップアッ
プ事業，高齢者の心に届く情報発信事業，特殊詐欺対策事業，「どん
なことで困っている？」障がいのある人の消費者教育，子どもの事故防
止プロジェクト

事業経費

55,041,000
⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

4,222,861 

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）※被災４県

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

事業者指導専門員の勤務日数を拡大することにより、特定商取引法及び条例に係る法執
行体制の強化が図られた。

事業強化・機能強化の成果

先駆的事業を実施することにより、消費者教育・啓発における一層の推進が図られた。

年間研修総日数

年間研修総日数 人日

ライフステージに即した消費者教育の展開、消費者教育・啓発の担い手の育成、「地域力」
を活用した消費生活被害防止、食の安心・安全に向けた取組等を行うほか、県の他部局
（教育委員会や保健福祉部等）における消費者教育関連事業の実施により、幅広く効果的
な消費者施策を推進することができた。

県内において各種講座を実施することにより、より多くの研修の機会ができ、相談員等の相
談対応及び啓発に対するレベルアップ等が図られた。

講師謝金、講師旅費、会議費（資料代）、会場借上、委託料（講師謝金、講師旅費、資料印刷代、運営雑費、一般管理費
等）等

消費者問題に取り組む団体との連携が強化されるとともに、食品と放射能の問題に対する
取組が図られた。

食品表示法の周知をはじめ、特定食品製造事業者届出制度の強化・定
着に取り組むことにより、食品表示の適正化等が推進された。

委託料、講師謝金、講師旅費、印刷代、消耗品費、郵送料、バス借り上げ代等

人日

人

人日

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

補助金

講師謝金、講師旅費、職員旅費、冊子印刷代、通信費、切手代、会場借り上げ、有料道路使用料等

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

年間研修総日数

講師謝金、講師旅費、資料代、会場借り上げ、委託料（講師謝金、講師旅費、会場借り上げ・設営費、資料印刷費、郵送料
等）、職員旅費、需用費（印刷代、研究指定校研究費等）、司会料、切手代等

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

相談員等の実務能力の向上が図られることにより、消費生活センターや消費生活相談窓口
等の支援に繋がった。

人

人

人日

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

委託料(研修参加旅費、研修費)

対象経費（実績）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

実地研修受入希望人数

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

法人募集型

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

報酬(非常勤職員の勤務日数６日増加分)、社会保険料

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

49,495,000 

基金
（交付金相当分）

徳島市，鳴門市，小松島市，阿南市，吉野川市，阿波市，美馬市，三好市，勝浦町，上勝町，
佐那河内村，石井町，神山町，那賀町，牟岐町，美波町，海陽町，松茂町，北島町，藍住町，
板野町，上板町，つるぎ町，東みよし町，

交付金等対象経費

2,338,000 12,336,000 11,427,134

28年度
補正予算

270,000 17,700

事業の実績

交付金等対象経費

徳島市，吉野川市，阿波市，美馬市，三好市，松茂町，北島町，藍住町，つるぎ町，東みよし
町

三好市，藍住町，東みよし町

29年度
本予算

2,337,400

事業経費

事業計画

29年度
本予算

28年度
補正予算

- 288,000270,000 18,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

-

17,922,113 1,789,549

-

1,420,000

- -

-

- -

-

- - - -

- - --

- - --

- -- -

- -

- -

-

17,945,000 

1,253,516 816,790 101,220

-

-

48,776,000 19,190,000 17,945,000 19,190,000 96,156,927 

-

-

27,663,000

111,199,000 

492,000

-

11,944,764

289,000

-

- -

-

- -

- 443,557 49,300吉野川市，三好市，美波町，藍住町，東みよし町 287,000

64,083,239

9,206,000

2,283,000

287,000

40,198,000 11,945,000

3,786,3467,010,6883,786,000 -

-

6,416,646

-

816,000 -

-

38,402,947

-

5,224,000

-

100,000

10,993,916

-

2,426,102

70,192,000 5,609,000

3,357,000

徳島市，鳴門市，小松島市，阿南市，吉野川市，阿波市，美馬市，勝浦町，上勝町，松茂町，
北島町，板野町，上板町，つるぎ町，東みよし町

-

- - -

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

徳島市，鳴門市，小松島市，阿南市，吉野川市，阿波市，美馬市，三好市，勝浦町，上勝町，
佐那河内村，石井町，神山町，松茂町，北島町，藍住町，板野町，上板町，つるぎ町，東みよ
し町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

- -

-

- -

合計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

-⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務 ---- -

- -

- -

--



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

うち管内の市町村合計 17,945,000                      

交付金相当分

無料法律相談会や講演会，消費者問題に関する消費者教育・啓発を行うことにより，地域における消費者被害の防止に向けた取組が推進された。

円

円

高度な相談に対応するため，弁護士による法律相談を行った。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

事業強化・機能強化の成果の概要

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

相談員等が研修に参加して専門的な知識を習得することにより，実務能力の向上が図られた。

円

専門の相談員のを雇用することにより，身近な窓口での消費生活相談や住民のニーズ似合った消費者教育・啓発を実施することができた。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円 17,954,009                      118,908,792           

67,966,000            

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

消費者団体が行う消費者活動を助成，または地域の様々な主体と連携することにより，地域における消費者問題解決力の強化を図ることができた。

9,009                             

円

50,942,792            

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

広域連携化等による消費生活センターの相談機能拡充に対応するため，相談業務の環境を整備を行った。



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

3,260,177 円 41,976,931

円

円

円

円

136,862,801          

-                         

144,799,925     

-                    

円

円

211,177,652        

211,177,652          

41,976,931           

0

円

-                       

84,561,572        

人

円

人

3,260,177        

円

円

円

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

57,683,535       

うち先駆的事業

円

202,483,460     

うち先駆的事業

-                       

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 人

うち管内市町村

人

％39.3

うち交付金等対象外経費

177,829,380        

25,179,266        

円

-                     

円

93,842,272        

-                     

38,716,754        

うち交付金等対象経費

円円

50,951,801           円

対前年度差

173,862,181       

円

％

33,348,272          

円59,382,306        

円

円

145,556,993      

円

円

円

円

35,002,853        

円

38,716,754        

％

円

人

122,910,380       

0

85,911,000           

-                     

-                     

6,995,421          

22.3

66,377,727        

うち管内市町村

円

円

円

円

円円

35,003,730        

円

円

円

円

円

79,179,266        

54,000,000        

0

円

60,995,421        

25,772,535

144,219,609     

1,011,838

①都道府県の消費者行政決算見込み額

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 26,352,851

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

0

72.0

0

円80,336,000          

うち都道府県

21,760,627 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

-877                

228,781,181          

うち交付金等対象外経費

前年度平成２０年度

54,919,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

0 円 円

円円

54,919,000          

25,417,000          

円

円

円 177,829,380

円

118,447,074円

58,263,851       119,259,272          円 円

対平成２０年度差

円

今年度

うち交付金等対象経費

348,040,453          

円

円円31,911,000

25,417,000

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

22,772,465       

円円

円

80,336,000          

57,775,318           

33,348,272

130,841,652       

56,764,357

1,010,961

円

円

円

円

267,704,453       

7,931,272          



14．基金の管理（実績）

H29年度事業をもって清算

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

国民生活センターの研修等参加支援②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

10

人

17,945,117                            

円

円

人

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

人

人

相談員総数 8

前年度末 今年度末実績

相談員総数

相談員総数

消費生活相談員の配置 相談員総数10

8,892                                   

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末

人 今年度末実績相談員総数

うち定数外の相談員 前年度末

①報酬の向上

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

人

今年度末実績 相談員総数

相談員総数

人

8

相談員総数

人

うち定数内の相談員

17,954,009                            

設置当初の基金残高（交付金相当分） 167,000,000                          

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

-                                         

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他

②研修参加支援

①報酬の向上

③就労環境の向上

今年度末実績 相談員総数

相談員総数 38

県内・県外研修への参加支援

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 33前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

消費生活相談員の報酬を日額６０００円から７２００円に引き上げた。（鳴門市）
消費生活相談に関する資格を持つ相談員について、報酬を月額５０００円上乗せした。（美馬市）

前年度末 相談員総数

消費生活相談員の配置 人

3うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 29前年度末

人 今年度末実績相談員総数 10

今年度末実績

人相談員総数

16 人

相談員総数12 人

1人


	別紙

